 日本建築法制会議 第９０回総会 議事録
日　時：　２０１８年６月１９日（火曜日）１３時３０分～１６時
場　所：　東京都中央区 京橋区民館　２号室洋室
出席者：　７名（敬称略・50音順）　大山 宏、竹川 忠芳、辻　英一、濱田 正勝、真柄 栄毅、
室田 達郎、山田 利行、
◎主な情報発信（敬称略）と主な意見交換（⇒）
☆提出資料（山田 利行）
・「小冊子「新渡戸記念館「廃館問題」の要点」、http://www.nitobe.jp/  
新渡戸記念館を守る会、平成29年9月2日
・「十和田・新渡戸記念館廃館問題　どうすれば宝残せる　市民、解決へ意見交換」、
デーリー東北、２０１６年５月２９日（日曜日）
⇒小冊子の目次の紹介　目次：１　問題の核心　２　新渡戸記念館の意義　３　「強度不足」疑念　
４　「寄贈が前提」というあつかましさ 　５　裁判について

⇒、川口康英著２８ppは小冊子の体裁
⇒山田利行氏が講演！
⇒2018年6月7日（木）青森地裁で第５回差し戻し審、市側弁護士は裁判所指示の準備を「忘れました！」と・・・；前回に続いて2回目です。さすがに呆れますね。
☆提出資料（辻　英一）
・熊本地震からの宿題　見直し探る４号特例や新耐震」、NIKKEI　HOME　BUILDER、２０１７年６月
⇒2017年4月8日に弁護士会主催シンポジウムが開催された。

☆提出資料（室田 達郎）
・「昨今の日本の政官界で起きているドタバタ劇について」、室田達郎、2018年6月19日
⇒隣国韓国で同じことが起きれば状況はまったく異なるだろう。

⇒　明治以来の社会の制度疲労の極み！
※教育基本法と真の国益について（内田 樹　）“国民を育て上げるシステムはできるかぎり斉一的で
ない方がシステム管理上安全である”　
※地震の発生確率（Robert Geller)：　“科学的根拠がないのに研究費欲しさに批判の声を上げない”
※生物と無生物のあいだ（福岡 伸一）講談社現代新書　“ロックフェラー大学広報誌の野口英世の
評価は日本人には意外性に満ちる”　　、　※法廷に立つ科学（シーラ・ジャサノフ）、勁草書房、2015；行政の責任と科学的論争・・記録は合意の　
の歴史というよりは論争の歴史になる。　⇒“なぜ、そういうことを決めたのかを詳細に残すべきだ！”
※The Sciences of the Artificial (Herbert A. Simon)、Third edition, The MIT Press
⇒人工物の科学と自然科学を教育するという二つの目的を、同時に達成することができるような
　　学部の考案という問題に直面している。
☆提出資料（濱田 正勝）
・「自然災害と少子高齢化社会に直面して衰退する日本の財務状況」濱田正勝、平成30年6月19日
※１・高い発生確率で予測される自然災害　２・日本の財務状況　３・少子高齢化社会に直面する福祉政の
実態　４・高止まりする法人税（実質約30％）が招来した結果　５・財務状況悪化の影響　６・多くの日本人が
気付いていない日本で進行する劣化現象７・注目すべき国：天然資源の乏しい国シンガポールの国家運営

・「南海トラフ被害２０年で最悪１４１０兆円　道路など耐震化で４割減　土木学会推計　首都直下は７７８兆円」、
日本経済新聞、２０１８年６月８日
・「ニッポンの革新力　金縛りの科学技術予算　見えない国家戦略」、日本経済新聞、２０１８年６月８日
・「日本、論文被引用９位　科学技術白書　イノベーション力低下」、日本経済新聞、２０１８年６月１２日
　　http://www.garbagenews.net/archives/2399758.html　　： OECD TAX DATABASE
☆提出資料（大山 宏）
・「設計の全責任は建築家にある」、山本理顕、JIA　MAGAZINE　２０１６年JULY
⇒それに見合った設計料必要だが、果たして現実は？
・「アフリカ人が日本で「大学長」になれた理由」、「外国人」として勝負はしなかった、」,
https://toyokeizai.net/articles/print/220085　　東洋経済、2018年5月16日
　※京都精華大学はマリ共和国出身のウスビ・サコ教授を学長に任命した。
・「潜伏キリシタン苦悩の歴史、再認識を期待 大磯・澤田美喜記念館」、東京新聞、2018年5月16日
・「革命で失われた設計、京都に現存　明治建築の正教会大聖堂」、京都新聞、2018年4月18日
・「市民が守った景観、維持へ模索　滋賀・八幡堀」、京都新聞、2018年5月5日
・「木造ビル広がるか　国産スギ新建材「CLT」　福島で復興住宅完成」、東京新聞、2018年5月13日
・「CLT材を活用した国内初の高層建築 三菱地所が仙台にマンション」、
　https://www.kahoku.co.jp/tohokunews/201804/20180410_12007.html河北新報、2018年4月10日
・「＜大川小津波訴訟＞危機管理指針の見直し必至　専門家「限界がある」、
河北新報、2018年4月27日
・「混迷「リニア談合」、JR東海に責任はなにのか　ゼネコン４社が起訴されたが、どこかちぐはぐ」
https://toyokeizai.net/articles/print/214807   、東洋経済、2018年4月4日
・「大林組の談合防止策「同業者がいる飲み会ダメ。同窓会でも話すな」、弁護士　「不当な制限だ」と批判」、https://www.bengo4.com/c_5/n_7885/     2018年5月16日
・「「不当な政治介入を排除できる」～福田康夫元首相語る　記録を残す意味とは」、
朝日新聞、2018年3月13日　、http://globe.asahi.com/feature/side/2017090400001.html
・「森友文書改ざん認める　財務省、12日国会報告　首相や麻生氏責任論も」、新潟日報　号外、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、2018年3月10日
・「加計学園主張と愛媛県文書検証「面会虚偽」なら整合性欠く」、東京新聞、2018年5月30日
・「三流以下の日本政治に世界一の助成金」、2018年5月16日, HUNTER(ハンター)、
　⇒金額がおおきいばかりでなく配分が著しく合理性を欠く。

http://hunter-investigate.jp/news/2018/05/-578-1250.html    2018年5月16日
・「エンゲル係数、なぜ高い　首相「食生活変化」　野党「生活苦しく」」、東京新聞、2018年3月19日
・「首相「世界一、企業が活躍しやすい国に」　労働側不在　安倍ブレーン主導」、
東京新聞、2018年4月1日
・「幣原喜重郎の直筆原稿が加美で見つかる　憲法９条の意義強調」、河北新報、2018年5月4日
                  https://www.kahoku.co.jp/tohokunews/201805/20180503_13012.html
・「９条世界の宝、憲法施行７１年　国際会議で繰り返し支持」、東京新聞、2018年5月3日
⇒1999年5月のハーグ世界市民平和会議（オランダ）を契機に世界に注目される。

・「【埼玉】広がる波紋　今も　県議会可決　原発再稼働求める意見書」、東京新聞、2018年3月7日
・「核開発地の米国立歴史公園　原爆の非人道性展示へ」、東京新聞、2018年5月15日
・「７３１部隊将校の学位取り消しを　人体実験疑い論文で京大に」、京都新聞、2018年4月3日
・「地位協定、国ごとにどう違う？　沖縄県がサイト公開へ」、沖縄タイムス＋プラス、2018年5月14日
⇒日本が最も従属的！ http://www.okinawatimes.co.jp/articles/-/248951
・「学校のブロック塀、耐震調査の対象外　対策行き届かず」、朝日新聞、2018年6月19日
⇒建築法令に規制あるが、建築技術者は実質ノータッチ！
